
- -1

２ 職員の給与の状況

(1) 総括

ア 人件費の状況（普通会計決算見込）

区 分 住民基本台帳人口 歳 出 額 実質収支 人 件 費 人件費率 (参考)平成16年度の人

(平成17年度末) Ａ Ｂ Ｂ／Ａ 件費率

平成17年度 人 千円 千円 千円 ％ ％

2,100,851 866,427,370 2,785,877 282,107,426 32.6 33.2

イ 職員給与費の状況（普通会計決算見込）

１人当たり給与費区 分 職員数 給 与 費

Ａ 給 料 職員手当 ･ 計 Ｂ Ｂ／Ａ期 末 勤 勉 手 当

人 千円 千円 千円 千円 千円平成17年度

31,570 137,799,507 25,185,850 55,278,323 218,263,680 6,914

（注）１ 職員手当には退職手当を含みません。

２ 職員数は、特別職を除いた普通会計職員数であり年度中の増減を平均したものです。

(2) 職員の平均給与月額、初任給等の状況

ア 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成18年４月１日現在）

一般行政職 技能労務職 高等学校教 小・中学校 公安職

育職 教育職

平 均 年 齢 歳 月 歳 月 歳 月 歳 月 歳 月

42.8 49.0 42.7 42.8 42.1

平均給料月額 円 円 円 円 円

356,100 368,700 395,600 397,400 362,300

平均給与月額 円 円 円 円 円

418,628 410,977 446,883 445,946 490,836

（注）１ 「平均給料月額」とは、平成18年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。

２ 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、調整手当、住居手当、時間外勤務手当な

どの諸手当の額を合計したものです。

イ 職員の初任給の状況（平成18年４月１日現在）

区 分 初任給 ２年後の給料

一般行政職 大 学 卒 176,800円 188,300円

高 校 卒 142,800円 152,500円

技能労務職 高 校 卒 151,050円 162,400円

中 学 卒 135,900円 144,400円

高等学校教 大 学 卒 197,400円 210,000円

育職 高 校 卒 153,100円 166,300円

小・中学校 大 学 卒 円 210,000円197,400

教育職 高 校 卒 円 158,500円147,000

公 安 職 大 学 卒 202,300円 218,400円

高 校 卒 162,800円 183,100円

ウ 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成18年４月１日現在）

区 分 経験年数 1 0 年 経験年数 1 5 年 経 験 年 数 2 0 年

270,500円 338,600円 375,700円一般行政職 大 学 卒

213,500円 270,900円 334,400円高 校 卒

219,400円 246,500円 326,100円技能労務職 高 校 卒

在職者なし 233,700円 255,400円中 学 卒

314,600円 373,900円 411,300円高等学校教 大 学 卒

在職者なし 在職者なし 313,600円育職 高 校 卒

319,200円 376,900円 411,400円小・中学校 大 学 卒

在職者なし 在職者なし 387,800円教育職 高 校 卒

294,700円 340,400円 393,400円公 安 職 大 学 卒

250,700円 294,900円 347,800円高 校 卒
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(3) 一般行政職の級別職員数等の状況

ア 一般行政職の級別職員数の状況（平成18年４月１日現在）

区 分 標準的な職務内容 職員数 構成比

人 ％

6.3１ 級 係員 416

人 ％

9.6２ 級 係員 634

人 ％

20.2３ 級 主査 1,334

人 ％

28.7４ 級 本庁副主幹、出先課長 1,891

人 ％

12.9５ 級 本庁副主幹、出先次長 852

人 ％

18.3６ 級 本庁参事、出先所長 1,208

人 ％

2.8７ 級 本庁参事、出先所長 186

人 ％

45 0.7８ 級 本庁総括参事

人 ％

0.5９ 級 本庁部長、地方振興局長 31

人 ％

0.0１０級 本庁部長 2

人 ％

計 6,599 100.0

（注）１ 「職員の給与に関する条例」に基づく行政職給料表の級区分による職員数です。

２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

イ 一般行政職の特別昇給の状況

勤務成績が特に優秀である場合等に、上位の号給に昇給させることができるものです。

平成17年度 平成16年度

職員数 人 人

Ａ 6,673 6,718

実施職員数 人 人

Ｂ 755 922

比率 ％ ％

Ｂ／Ａ 11.3 13.7

(注) 職員数は各年度４月１日現在の一般行政職員数です。

(4) 職員の手当の状況

ア 期末手当・勤勉手当

年間４．４５月分が２回に分けて支給されます。

福 島 県 国

１人当たり平均支給額（平成17年度） －

1,873千円

（平成17年度支給割合） （平成17年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

3.0 月分 1.45 月分 3.0 月分 1.45 月分

( 1.6 )月分 ( 0.75 )月分 ( 1.6 )月分 ( 0.75)月分
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（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

% %・役職加算 5～20 ・役職加算 5～20

% %・管理職加算 15～25 ・管理職加算 10～25

（注） ( )内は、再任用職員に係る支給割合です。

イ 退職手当（平成18年４月１日現在）

福 島 県 国

1人当たり平均支給額（平成17年度）

自 己 都 合 4,642千円 －

勧奨・定年 28,734千円

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤続 2 0 年 23.5月分 30.55月分 勤続 2 0 年 23.5月分 30.55月分

勤続 2 5 年 33.5月分 41.34月分 勤続 2 5 年 33.5月分 41.34月分

勤続 3 5 年 47.5月分 59.28月分 勤続 3 5 年 47.5月分 59.28月分

最高限度額 59.28月分 59.28月分 最高限度額 59.28月分 59.28月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

(2 ～20 加算) (2 ～20 加算)% % % %
（注） 退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した職員に支給された平均額です(特別職除く)。

ウ 地域手当（平成18年４月１日現在）

県外の特定地域に勤務する職員および採用が困難な医師に対して支給されます。

平成１７年度までは 「調整手当」として支給されていた手当です。、

支 給 実 績（平成17年度普通会計決算見込） 36,587千円

支給職員１人当たり平均支給年額（同上） 円

463,126

（ ）支給対象地域等 支給率 支給対象職員数 国の制度 支給率

東京都特別区 13％ 25人 13％

大阪市、名古屋市 11％ 8人 11％

仙台市、つくば市 4％ 5人 ％4

札幌市 3％ 5人 3％

前橋市、岐阜市、宇都宮市 1％ 4人 1％

医師 11％ 38人 11％

エ 特殊勤務手当（平成18年４月１日現在）

危険、不快、不健康または困難な業務に従事する職員に対して支給されます。

支給実績（平成17年度普通会計決算見込） 1,141,643千円

支給職員１人当たり平均支給年額（同上） 103,484円

職員全体に占める手当支給職員の割合 平成17年度 40.0％（ ）

32手当の種類（手当数）

手当の名称 支給対象職員等 支給対象業務の内容 支給単価

危険現場作業手当 建設事務所等に勤務する 高所、深所、道路上等の危険 日額240円～450円

職員 な現場において行う作業に従

事した場合

水上等作業手当 水産試験場等に勤務する 潜水作業、冬期間における魚 日額270円～1,500円

職員 類の採卵作業等に従事した

場合

爆発物取扱等作業手 警察職員、地方振興局に 爆発物の処理作業、火薬類、 日額250円～4,600円

当 勤務する職員 高圧ガス等製造施設におい

て行う災害調査等の作業等に

従事した場合

航空業務手当 右記業務に従事した職員 航空機に搭乗して行う災害調 １件当たり1,900円～5,100

査、捜索救難等の作業に従 円

事した場合

種雄牛馬豚取扱手当 畜産試験場等に勤務する 種雄牛馬豚の精液の採取等 日額240円

職員 のためこれを御する作業等に

従事した場合

死体処理手当 県立病院、警察本部（検 死体の処理、検視等の作業 日額1,100円～2,500円
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視等）の職員 に従事した場合 月額22,700円（専ら従事）

感染症防疫等作業手 感染症病棟又は家畜保健 感染症汚染区域における診 日額290円

当 衛生所等の機関に勤務す 療、家畜伝染病汚染区域等

る職員 における防疫作業等の作業

に従事した場合

有害物等取扱手当 試験研究機関等に勤務す 有害物又は薬物を使用して 日額290円～390円

る職員 行う試験、研究等のうち著しく

健康を害するおそれがある作

業に従事した場合

放射線取扱手当 診療放射線技師、試験研 エックス線照射装置等による 日額240円

究機関に勤務する職員等 放射線を照射する作業に従

事した場合

災害応急作業等手当 右記業務に従事した職員 重大な自然災害、事故災害 日額480円～840円

の発生現場等における災害

警備、遭難救助等の作業に

従事した場合

特殊環境内作業手当 勤務環境が劣悪な作業場 高温多湿、騒音又は悪臭等 日額240円～640円

における業務に従事する により勤務環境が劣悪な作業

職員 場等において一定時間以上

の作業に従事した場合

用地交渉等手当 建設事務所等に勤務する 現地において公共用地取得 日額650円

職員 交渉、損失補償交渉の業務 月額13,600円（専ら従事）

に従事した場合

教員特殊業務手当 県立学校、市町村立学校 学校の管理下において行う非 日額900円～3,200円

の教諭等 常災害時等の緊急業務、宿

泊を伴う引率指導業務等に従

事した場合

教育業務連絡指導手 県立学校、市町村立学校 教務、生徒指導等の業務に 日額200円

当 の教諭 当たる主任等で困難な業務に

従事した場合

県税賦課徴収手当 地方振興局（県税部）等に 県税の賦課又は徴収のため 日額800円～1,350円

勤務する職員 納税者、滞納者等に直接接 月額12,800円～28,300円

し、又はこれらに関係する機 （専ら従事）

関を訪問して行う業務に従事

した場合

技術者養成指導手当 高等技術専門校等の職 教育職給料表の適用を受け 日額460円（訓練指導）

員、右記の訓練指導に従 ない職員が、職業教育等の専 給料月額×6/100等（授業

事した職員 門的知識を必要とする授業を 担当）

担当、又は消防、警察業務に

関する訓練指導等に従事した

場合

乗船業務手当 右記業務に従事した職員 漁業指導船に乗り組み、漁業 日額490円

に関する指導、航海実習指導

等の業務に従事した場合

保健福祉等特殊業務 保健福祉事務所等に勤務 生活保護法、児童福祉法等 日額250円～610円

手当 する職員 の保健衛生関係法の規定に 月額12,800円（生活保護

より、要保護者等に接して行う 関連対象職に専ら従事）

一定の業務に従事した場合

夜間等特殊業務手当 警察署、児童相談所等に 深夜に行われる犯罪捜査、交 １件当たり620円～7,200円

勤務する職員 通取締、要保護児童の介助

等の業務に従事した場合

家畜等衛生検査作業 家畜保健衛生所、保健福 家畜保健衛生に関する病性 日額610円

手当 祉事務所等に勤務する職 鑑定等の作業、とさつ検査等 （病性鑑定1,100円）

員 の作業に従事した場合

環境衛生検査等作業 右記業務に従事した職員 公害防止に関する法令の規 日額350円

手当 定に基づき現地で行う健康被

害のおそれがある検査の作業

等に従事した場合

犯則取締等手当 地方振興局（県税部）に勤 地方税法の規定に基づく犯 日額500円～550円
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務する職員等 則事件の調査、漁業法等の

規定に基づく検査、検挙等の

業務に従事した場合

犯罪捜査等手当 警察本部又は警察署に勤 防弾装備を装着して行う銃器 日額310円～1,640円

務する職員 犯罪捜査、その他の犯罪捜

査、被疑者の逮捕の業務に

従事した場合

交通取締等手当 警察本部又は警察署に勤 道路上において行う道路交通 日額280円～460円

務する職員 法等違反者の取締り等の業

務に従事した場合

鑑識作業手当 警察本部又は警察署に勤 犯罪鑑識の作業並びに理化 日額310円～560円

務する職員 学、法医学又は銃器弾薬類

の知識を利用して行う鑑定の

作業に従事した場合

護衛等手当 警察本部又は警察署に勤 天皇、皇族等の身辺警護、核 日額640円～1,150円

務する職員 燃料物質等の輸送警備の業

務に従事した場合

警ら手当 警察本部又は警察署に勤 警ら、治安警備又は雑踏警備 日額340円～560円

務する職員 に係る警備実施の業務に従

事した場合

病院等特殊業務手当 県立病院等に勤務する職 入院病棟における困難な医 日額240円～410円

員 療業務等に従事した場合 月額20,000円～50,000円

（専ら従事）

野犬捕獲作業手当 保健福祉事務所に勤務す 野犬、こう傷犬等の捕獲又は 日額350円～1,100円

る職員 抑留の作業等に従事した場

合

兼任授業担当手当 高等学校に勤務する教諭 本務としての業務以外に行う 授業１単位時間1,200円

等 高等学校の夜間の課程の授

業等に従事した場合

守衛特殊業務手当 守衛である職員 福島県庁舎管理規則で定め 日額240円

る禁止行為に違反する者等に

対して直接行う取締業務に従

事した場合

多学年学級担当業務 小学校又は中学校の２以 ２又は３の学年の児童又は生 日額290円等

上の学年の児童又は生徒 徒で編制されている学級にお手当

で編制されている学級を ける授業又は指導

担当する教育職員で規則

で定めるもの

オ 時間外勤務手当

正規の勤務時間を超えて勤務したときに支給されます。

支給実績（平成17年度普通会計決算見込） 3,895,734千円

職員１人当たり平均支給年額（同上） 500千円

支給実績（平成16年度普通会計決算） 3,809,022千円

職員１人当たり平均支給年額（同上） 482千円

カ その他の手当（平成18年４月１日現在）

国の制度 国の制度と 支給実績 支給職員１人当たり

手 当 名 (平成17年度普通 平 均 支 給 年 額内容及び支給単価

との異同 異なる内容 会計決算見込) (同左)

3,614,766千円 228,898円扶養手当 扶養親族のある職員に支 同じ －

給

（支給額）

配偶者13,000円等

2,449,953千円 151,709円住居手当 借家等に居住している職 一部異 自宅等の場合、

員(月額9,500円を超える なる 新築、購入した

家賃を支払っている者に 日から５年経過

限る）、自宅等に居住して 後も2,500円支
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いる職員等に支給 給

（支給額）

借家等：上限27,000円

自宅等：上限3,500円

136,609千円 507,840円初任給調整手当 医療職給料表(一)の適用 同じ －

を受ける職員で採用困難

と認められる職等に一定

期間支給

(支給額)

勤務地及び支給年次に応

じた額

2,959,620千円 135,725円通勤手当 通勤のため、交通機関等 一部異 運賃等相当額が

を利用してその運賃等を なる 55,000円超の

負担し、又は自動車等交 場合、超える額

通用具を使用することを常 の1/2を加算

例とする職員等に支給

（支給額）

交通機関利用：6箇月定期

券等の価額による一定額

交通用具使用：通勤距離

に応じた額(上限44,900

円)

483,046千円 320,534円単身赴任手当 異動等に伴い転居し、や 一部 加算額の交通距

むを得ない事情により配 異なる 離区分について

偶者と別居し、単身で生 300㎞までを交

活する職員に支給 通距離50㎞ごと

（支給額） に区分

基本額23,000円、距離に

応じた加算額6,000円～

45,000円

2,142,352千円 696,246円管理職手当 管理又は監督の地位にあ 同じ －

（給料の特別調 る職員の職のうち規則で

整額） 指定する職にある職員に

支給

（支給額）

給料月額の25/100以内で

職に応じた額（定率）

－ 598,333千円 448,861円特地勤務手当 山間地その他生活の著し 同じ

等 く不便な地に所在する公

署に勤務している職員に

支給

(支給額)

給料及び扶養手当の月額

の合計額に支給地域ごと

に定める割合を乗じた額

68,597千円 508,125円定時制通信教 県立高等学校において定

育手当 時制の課程又は通信教育

に従事する教育職員に支

給

(支給額)

給料月額の10/100以内の

額

304,371千円 488,556円産業教育手当 県立高等学校において産

業教育に従事する教育職

員に支給

(支給額)

給料月額の10/100以内の

額
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3,002,719千円 183,260円義務教育等教 義務教育諸学校（県立盲

員特別手当 学校、県立聾学校等）、高

等学校、市町村立学校に

勤務する教育職員に支給

(支給額)

20,200円以内で職務の級

及び号給に応じた額

88,489千円 337,744円農林漁業普及 農業、林業又は水産業に

指導手当 関する普及指導員の職務

に従事する職員に支給

（支給額）

給料月額の8/100の額

同じ － 80,253千円 134,427円宿日直手当 宿直又は日直勤務に従事

した場合に支給

（支給額）

勤務1回につき一般職員

の場合5,300円、医師が入

院患者の病状等の急変等

に対処する場合20,000円

等

同じ － 63,205千円 540,213円管理職員特別 管理職員が臨時又は緊急

勤務手当 の必要等により週休日又

は休日等に一定時間以上

やむを得ず勤務した場合

に支給

（支給額）

勤務1回につき定額（管理

職手当の支給率に応じ定

める額）

392,047千円 156,318円夜勤手当 正規の勤務時間として深 同じ －

夜に勤務した職員に支給

（支給額）

勤務した全時間に対し、

勤務1時間当たりの給与額

の25/100の額

927,320千円 367,110円休日給 祝祭日及び年末年始等の 同じ －

休日において、正規の勤

務時間中に勤務すること

を命じられた職員に支給

（支給額）

勤務した全時間に対し、

勤務1時間当たりの給与額

の135/100の割合を乗じた

額

1,689,718千円 59,866円寒冷地手当 基準日(毎年11月から翌 同じ －

年3月までの各月の初日)

において、支給対象地域

に在勤する職員に支給

（支給額）

基準日における地域の区

分及び職員の世帯等の区

分に応じた定額

(5) 特別職の報酬等の状況（平成18年４月１日現在）

区 分 給 料 月 額 等

給 知 事 円1,056,000

副 知 事 円875,500

料 出 納 長 円801,000
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報 議 長 円959,500

副 議 長 円855,000

酬 議 員 円788,500

知 事 （平成17年度支給割合）

期 副 知 事 月分3.3

末 出 納 長

手 議 長 （平成17年度支給割合）

当 副 議 長 月分3.3

議 員

（算定方式） （支給時期）退

給料月額×在職月数×支給率(65/100) 任期ごと職 知 事

〃 (55/100) 〃手 副 知 事

〃 (37.5/100) 〃当 出 納 長

（注） 知事・副知事・出納長の給料については、「知事等及び職員の給与の特例に関する

条例」に基づき、それぞれ20%、15%、10%、議長・副議長・議員の報酬については、「福島

県議会の議員の報酬の特例に関する条例」に基づき5%減額された後の額です。

(6) 公営企業職員の状況

ア 工業用水道事業（企業局）

(ｱ) 職員給与費の状況（決算見込）

区分 総費用 純損益又は実 職員給与費 総費用に占める (参考)

質収支 職員給与費比率 16年度の総費用に占

Ａ Ｂ Ｂ／Ａ める職員給与費比率

平成17年度 千円 千円 千円 ％ ％

3,790,751 △464,283 357,263 9.4 14.4

区分 職員数 給 与 費 １人当たり給与費

Ａ 給 料 職員手当 ･ 計 Ｂ Ｂ／Ａ期末 勤 勉 手 当

平成17年度 人 千円 千円 千円 千円 千円

49 226,310 34,516 96,438 357,264 7,292

（注）１ 職員手当には退職給与金を含めません。

２ 職員数は、年度中の職員数の増減を平均したものです。

(ｲ) 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（平成17年度の状況）

平均年齢 基本給 平均月収額

45.6 歳 607,590 円399,718円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。

(ｳ) 職員の手当の状況

ａ 期末手当・勤勉手当

工業用水道事業 普通会計

１人当たり平均支給額（平成17年度） １人当たり平均支給額（平成17年度）

1,968千円 1,873千円

（平成17年度支給割合） （平成17年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

3.0 月分 1.45 月分 3.0 月分 1.45 月分

( 1.6 )月分 ( 0.75 )月分 ( 1.6 )月分 ( 0.75)月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

% %・役職加算 5～20 ・役職加算 5～20

% %・管理職加算 15～25 ・管理職加算 15～25

(注) ( )内は、再任用職員に係る支給割合です。

ｂ 退職手当（平成18年４月１日現在）

工業用水道事業 普通会計

1人当たり平均支給額（平成17年度） 1人当たり平均支給額（平成17年度）

自 己 都 合 －千円 自 己 都 合 4,642千円

勧奨・定年 24,104千円 勧奨・定年 28,734千円

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤続 2 0 年 23.5月分 30.55月分 勤続 2 0 年 23.5月分 30.55月分
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勤続 2 5 年 33.5月分 41.34月分 勤続 2 5 年 33.5月分 41.34月分

勤続 3 5 年 47.5月分 59.28月分 勤続 3 5 年 47.5月分 59.28月分

最高限度額 59.28月分 59.28月分 最高限度額 59.28月分 59.28月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

(2 ～20 加算) ( 2 ～ 20 加算)% % % %

地域手当（平成18年４月１日現在）c
県外の特定地域に勤務する職員および採用が困難な医師に対して支給されます。

平成１７年度までは 「調整手当」として支給されていた手当です。、

支 給 実 績（平成17年度決算見込） 支給対象者なし

支給職員１人当たり平均支給年額（同上） 支給対象者なし

（ ）支給対象地域等 支給率 支給対象職員数 国の制度 支給率

東京都特別区 13％ －人 13％

大阪市、名古屋市 11％ －人 11％

仙台市、つくば市 4％ －人 ％4

札幌市 3％ －人 3％

前橋市、岐阜市、宇都宮市 1％ －人 1％

医師 11％ －人 11％

(注) 支給対象者はいません。

ｄ 特殊勤務手当（平成18年４月１日現在）

支給総額（平成17年度決算見込） 76 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（同上） 4,470 円

職員全体に占める手当支給職員の割合 平成17年度 34.7 ％（ ）

手当の種類（手当数） 3

手当の名称 支給対象職員等 支給対象業務の内容 支給単価

危険現場作業手当 出先機関職員 高所作業（地上１０ｍ以 日額２４０円～４５０円

上 、水面下作業（水深４）

ｍ以上）等

災害応急作業手当 出先機関職員 重大な災害が発生した箇 日額４８０円

、所において行う巡回監視

応急作業

用地交渉等手当 出先機関職員 現地において事業に必要 日額６５０円

な土地の取得等に係る交

渉等

ｅ 時間外勤務手当

支給実績（平成17年度決算見込） 3,134 千円

職員１人当たり平均支給年額（同上） 63 千円

支給実績（平成1 6年度決算） 5,034 千円

職員１人当たり平均支給年額（同上） 105 千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。

ｆ その他の手当（平成18年４月１日現在）

一般行政職 一般行政職の 支給職員1人
支給実績手当名 内容及び支給単価 の制度との 制度と異なる 当たり平均支

（ ）平成17年度決算見込
（ ）異同 内容 給年額 同左

扶養手当 8,725千円 242,361円（一般行政職に同じ）

住居手当 4,874千円 128,263円〃

通勤手当 3,210千円 76,428円〃

管理職手当 9,649千円 877,181円〃

単身赴任手当 2,508千円 358,285円〃

寒冷地手当 2,344千円 47,836円〃

（注） 支給実績のある手当のみ記載しています。
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イ 地域開発事業（企業局）

(ｱ) 職員給与費の状況（決算見込）

区分 総費用 純損益又は実 職員給与費 総費用に占める (参考)

質収支 職員給与費比率 平成16年度の総費用に

Ａ Ｂ Ｂ／Ａ 占める職員給与費比率

平成17年度 千円 千円 千円 ％ ％

1,321,936 △834,019 61,543 4.7 14.8

区分 職員数 給 与 費 １人当たり給与費

Ａ 給 料 職員手当 ･ 計 Ｂ Ｂ／Ａ期末 勤 勉 手 当

平成17年度 人 千円 千円 千円 千円 千円

9 37,037 9,043 15,463 61,543 6,839

（注）１ 職員手当には退職給与金を含みません。

２ 職員数は、年度中の職員数の増減を平均したものです。

(ｲ) 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（平成17年度の状況）

平均年齢 基本給 平均月収額

39.2歳 円 569,834円360,660

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。

(ｳ) 職員の手当の状況

ａ 期末手当・勤勉手当

地域開発事業 普通会計

１人当たり平均支給額（平成17年度） １人当たり平均支給額（平成17年度）

1,718千円 1,873千円

（平成17年度支給割合） （平成17年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

3.0月分 1.45月分 3.0月分 1.45月分

( 1.6)月分 ( 0.75)月分 ( 1.6)月分 ( 0.75)月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

% %・役職加算 5～20 ・役職加算 5～20

% %・管理職加算 15～25 ・管理職加算 15～25

(注) ( )内は、再任用職員に係る支給割合です。

ｂ 退職手当（平成18年４月１日現在）

地域開発事業 普通会計

1人当たり平均支給額（平成17年度） 1人当たり平均支給額（平成17年度）

自 己 都 合 － 千円 自 己 都 合 4,642千円

勧奨・定年 － 千円 勧奨・定年 28,734千円

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤続 2 0 年 23.5月分 30.55月分 勤続 2 0 年 23.5月分 30.55月分

勤続 2 5 年 33.5月分 41.34月分 勤続 2 5 年 33.5月分 41.34月分

勤続 3 5 年 47.5月分 59.28月分 勤続 3 5 年 47.5月分 59.28月分

最高限度額 59.28月分 59.28月分 最高限度額 59.28月分 59.28月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

(2 ～ 20 加算) (2 ～ 20 加算)% % % %
(注) 平成17年度における退職者はいません。

地域手当（平成18年４月１日現在）c
県外の特定地域に勤務する職員および採用が困難な医師に対して支給されます。

平成１７年度までは 「調整手当」として支給されていた手当です。、

支 給 実 績（平成17年度決算見込） 支給対象者なし

支給職員１人当たり平均支給年額（同上） 支給対象者なし

（ ）支給対象地域等 支給率 支給対象職員数 国の制度 支給率

東京都特別区 13％ －人 13％

大阪市、名古屋市 11％ －人 11％

仙台市、つくば市 4％ －人 ％4

札幌市 3％ －人 3％

前橋市、岐阜市、宇都宮市 1％ －人 1％
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医師 11％ －人 11％

(注) 支給対象者はいません。

ｄ 特殊勤務手当（平成18年４月１日現在）

支給総額（平成17年度決算見込） 0 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（同上） 0 円

職員全体に占める手当支給職員の割合 平成17年度 0 ％（ ）

手当の種類（手当数） 1

手当の名称 支給対象職員等 支給対象業務の内容 支給単価

用地交渉等手当 本局職員 現地における事業に必要な 日額650円

土地取得等に係る交渉等

ｅ 時間外勤務手当

支給実績（平成17年度決算見込） 4,113千円

職員１人当たり平均支給年額（同上） 457千円

支給実績（平成1 6年度決算） 2,621千円

職員１人当たり平均支給年額（同上） 238千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。

ｆ その他の手当（平成18年４月１日現在）

一般行 一般行政職の 支給職員1人
支給実績手当名 内容及び支給単価 政職の 制度と異なる 当たり平均支

（ ）平成17年度決算見込
制度と 内容 給年額

の異同 （同左）

扶養手当 (一般行政職に同じ) 1,914千円 319,000円

住居手当 〃 987千円 円164,500

通勤手当 〃 557千円 79,571円

管理職手当 〃 803千円 円803,000

寒冷地手当 〃 670千円 74,444円

（注） 支給実績のある手当のみ記載しています。

ウ 病院事業（病院局）

(ｱ) 職員給与費の状況（決算見込）

区分 総費用 純損益又は実 職員給与費 総費用に占める (参考)

質収支 職員給与費比率 平成16年度の総費用に

Ａ Ｂ Ｂ／Ａ 占める職員給与費比率

平成17年度 千円 千円 千円 ％ ％

18,254,666 △1,790,063 10,452,108 57.3 55.8

区分 職員数 給 与 費 １人当たり給与費

Ａ 給 料 職員手当 ･ 計 Ｂ Ｂ／Ａ期末 勤 勉 手 当

平成17年度 人 千円 千円 千円 千円 千円

1,034 4,399,129 1,397,589 1,816,559 7,613,277 7,363

（注）１ 職員手当には退職給与金を含みません。

２ 職員数は、年度中の職員数の増減を平均したものです。

(ｲ) 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（平成17年度の状況）

平均年齢 基本給 平均月収額

医師 44.0 歳 円 1,250,927 円547,769

看護師 39.8 歳 円 535,020 円331,555

事務職員 43.4 歳 377,536 円 605,153 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。
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(ｳ) 職員の手当の状況

ａ 期末手当・勤勉手当

病院事業 普通会計

１人当たり平均支給額（平成17年度） １人当たり平均支給額（平成17年度）

1,745 千円 1,873千円

（平成17年度支給割合） （平成17年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

3.0 月分 1.45 月分 3.0 月分 1.45 月分

( 1.6)月分 ( 0.75)月分 ( 1.6)月分 ( 0.75)月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

% %・役職加算 5～20 ・役職加算 5～20

% %・管理職加算 15～25 ・管理職加算 15～20

(注) ( )内は、再任用職員に係る支給割合です。

ｂ 退職手当（平成18年４月１日現在）

病院事業 普通会計

1人当たり平均支給額（平成17年度） 1人当たり平均支給額（平成17年度）

自 己 都 合 2,267 千円 自 己 都 合 4,642 千円

勧奨・定年 26,990 千円 勧奨・定年 28,734 千円

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤続 2 0 年 23.5月分 30.55月分 勤続 2 0 年 23.5月分 30.55月分

勤続 2 5 年 33.5月分 41.34月分 勤続 2 5 年 33.5月分 41.34月分

勤続 3 5 年 47.5月分 59.28月分 勤続 3 5 年 47.5月分 59.28月分

最高限度額 59.28月分 59.28月分 最高限度額 59.28月分 59.28月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

(2 ～20 加算) (2 ～20 加算)% % % %

地域手当（平成18年４月１日現在）c
県外の特定地域に勤務する職員および採用が困難な医師に対して支給されます。

平成１７年度までは 「調整手当」として支給されていた手当です。、

支 給 実 績（平成17年度決算見込） 51,470千円

支給職員１人当たり平均支給年額（同上） 609,714円

（ ）支給対象地域等 支給率 支給対象職員数 国の制度 支給率

東京都特別区 13％ －人 13％

大阪市、名古屋市 11％ －人 11％

仙台市、つくば市 4％ －人 ％4

札幌市 3％ －人 3％

前橋市、岐阜市、宇都宮市 1％ －人 1％

医師 11％ 83人 11％

ｄ 特殊勤務手当（平成18年４月１日現在）

支給総額（平成17年度決算見込） 千円191,993

支給職員１人当たり平均支給年額（同上） 20,913 円

職員全体に占める手当支給職員の割合 平成17年度 72.1 ％（ ）

手当の種類（手当数） 9

手当の名称 支給対象職員等 支給対象業務の内容 支給単価

航空業務手当 右記業務に従事した 航空機に搭乗して行う患者搬送等に １時間1,900円

医師、看護師 従事した場合

死体処理手当 右記業務に従事した 死体処理作業、解剖補助作業に 日額1,100円等

看護師、臨床検査技師 従事した場合

感染症防疫等作業 県立病院に勤務する 感染症病棟、病室内において患者の 日額290円

手当 医師、看護職員等 診療、看護等業務に従事した

場合

有害物等取扱手当 県立病院に勤務する 著しく健康を害するおそれがある有 日額290円～390円

職員 害薬物調剤業務等に従事した

場合

放射線取扱手当 診療放射線技師等 エックス線その他放射線を人体に照 日額240円等

射する作業等に従事した場合
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特殊環境内作業 勤務環境が劣悪な作業 高温多湿、騒音又は悪臭等により勤 日額250円～290円

手当 場における業務に従事 務環境が劣悪な作業場等において一

するボイラー技師等 定時間以上の作業に従事した場合

保健福祉等特殊 県立病院に勤務する職 精神保健及び精神障害福祉に関する 日額340円

業務手当 員 法律の規定により、精神障がい者に

直接接して行う診察立会、

移送業務に従事した場合

夜間等特殊業務 県立病院に勤務する職 深夜に行われる看護の業務に従事し 1回1,240円

手当 員 た場合 ～3,300円

病院等特殊業務 県立病院に勤務する職 病院医療職給料表(1)の適用を受ける 月額31,000円

手当 員 職員が専ら患者の診療に従事した場 ～55,000円

合

ｅ 時間外勤務手当

支給実績（平成17年度決算見込） 359,210 千円

職員１人当たり平均支給年額（同上） 367 千円

支給実績（平成1 6年度決算） 349,331 千円

職員１人当たり平均支給年額（同上） 336 千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。

ｆ その他の手当（平成18年４月１日現在）

一般行 一般行政職の 支給職員1人
支給実績手当名 内容及び支給単価 政職の 制度と異なる 当たり平均支

（平成17年度制度と 内容 給年額
決算見込）の異同 （同左）

（一般行政職に同じ） 88,630 千円 203,279 円扶養手当

〃 66,810 千円 136,069 円住居手当

〃 84,395 千円 110,033 円通勤手当

5,352 千円 314,824 円単身赴任手当 〃

44,769 千円 813,982 円管理職手当 〃

3,378 千円 129,923 円特地勤務手当等 〃

86,656 千円 952,264 円宿日直手当 〃

94,515 千円 145,856 円夜勤手当 〃

146,347 千円 149,486 円休日給 〃

59,538 千円 58,428 円寒冷地手当 〃

250,973 千円 2,757,945 円初任給調整手当 〃

（注） 支給実績のある手当のみ記載しています。


